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人・農地プラン（畑作北部） 

 

市町村名 対象地区名（地区内に含まれる行政区） 作成年月 直近の更新年月 

南箕輪村 畑作北部（大泉・北原） 平成 25 年 3月 令和 3年 3月 

 

１ 対象地区の現状 

①地区内の耕地面積 106.7ha 100% 

②アンケート調査等に回答した地区内の農地所有者又は耕作者の耕作面積の合計 81.2ha 76% 

③地区内における 65歳以上かつ後継者未定・不明の農業者の耕作面積の合計 19.3ha 18% 

 ⅰ うち 75歳以上かつ後継者未定・不明の農業者の耕作面積の合計 8.9ha 8% 

④地区内において今後中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積の合計 16.6ha 15% 

（備考） 

農地転用等により耕地面積が 0.7ha（直近 5年間から推計）年間で減少しており、10 年後に最大で

7.0ha 耕地面積が減少する可能性がある。 

 

２ 対象地区の課題 

・10年後までに引き受け手が必要となる③ⅰの耕作面積に対して、④の引き受け意向のある耕作面積の

方が 7.7ha 多いため、中心経営体の農地経営が計画どおり順調に進めば、農地の出し手と受け手のバ

ランスはとれる可能性が高い。 

 

・一方、10 年後までに引き受け手が必要となる可能性が高い③の耕作面積に対しては、④の引き受け意

向のある耕作面積の方が 2.7ha 少ないため、今後引き受け手がない農地が出てくることも想定してい

く必要がある。 

 

・本地区の中心経営体は、ほとんどが後継者がいる見込みである。 

 

・本地区については、現在の中心経営体の農地経営が順調に進むよう支援していくことが必要。また、

想定よりも引き受け手が必要となる農地が増えるようであれば、新規もしくは他地区からの中心経営

体に入ってきてもらうことを考える必要がある。 

 

・廃業を検討する酪農家がいるため、引き受け意向のある酪農家等への引継ぎが必要である。 

 

・大泉区内の住宅地内に点在する農地に未利用地が多い。 

 

３ 対象地区内における中心経営体への農地の集約化に関する方針 

・地区内の畑作地帯は、地区内の中心経営体のうち、酪農家や（農）まっくん野菜家、水稲・野菜等の

複合経営を行う農業者を中心に、農地中間管理事業を活用し、集約を図り農地を担っていく。 

・大泉・北原集団化事業の実施エリアについては、引き続き、農地中間管理事業を活用した集団化によ

る農地の効率的な利用を行う。 
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・大泉上手田地区等の水田については、（農）まっくんファームが作業受託を担うとともに、地区内の水

稲・野菜等の複合経営を行う農業者を中心に、農地中間管理事業を活用し、集約を図り農地を担って

いく。 

・本地区の中心経営体は、ほとんどが後継者がいる見込みであるので、円滑に後継者への経営移譲が進

むよう支援を検討していく。また、新規就農者等、新たな中心経営体を増やす取組も並行して行って

いく。 

・廃業を検討する酪農家に対しては、希望する他の酪農家や新規就農者等に畜舎が引き継がれることが

望ましく、農地についても新たに農地を引き受ける意向のある酪農家に引き継がれることが望まし

い。よって、情報共有に努める等、これらの農業者間で円滑な引継ぎがされるよう支援を行ってい

く。 

・北原区の箕輪町境を中心に箕輪町から入作の農業者がいるが、これらの農業者について営農の実態を

把握することを進め、必要に応じて新たな中心経営体へ位置づけることを検討していく。 

・農地中間管理事業を活用し、中心経営体へ農地の集約を進めることを基本とするが、大規模な担い手

と小規模な兼業・高齢農家等、相互に補完し合いながら、農地を守っていく体制を目指す。集約した

農地利用に適さない小面積の農地や住宅地内の農地等は中心経営体以外の小規模な農業者等にも範囲

を広げ、引き受け手を検討していく。 

・スマート農業の導入等により、高齢の農業者が農業を続けていきやすい環境づくりを進める。また、

必要に応じて、圃場整備等、中心経営体の農業経営の効率化を検討していく。 

・多面的機能支払交付金を活用した各地区の保全会の活動や各地区の水利組合等と連携して、水路の保

全等に取り組んでいく。また、他地区から入作の中心経営体にも、これら地区での活動に参加しても

らうよう働きかけていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


